
半導体大手、新設工場 4 工場が未稼働 

 日経新聞によると、日本の半導体大手企

業が新設工場として 2023 年以降に竣工し

た国内工場の 7 工場のうち、2025 年 4 月末

時点で 4 工場が本格稼働していないとのこ

とです。日本国内の半導体投資（2022～29

年）は約 9 兆円規模の見込みですが、ＡＩ

以外の半導体需要は低調で、世界的にも工

場稼働率は上がっていないようです。 

会計上は、営業外で償却し、減損を検討 

(1) 会計上の減価償却 

会計の考え方では、事業用資産として取

得したものの、稼働を停止している資産（遊

休資産）でも減価償却を行うことになりま

す。ただし、「原価計算基準」では「未稼働

の固定資産」「長期にわたり休止している設

備」に関する減価償却費等の費用は、非原

価項目として例示されているため、損益計

算書上は営業外費用により表示します。 

(2) 会計上の減損処理の検討 

将来の用途が定まっていない遊休資産は、

「使用範囲又は方法について回収可能価額

を著しく低下させる変化がある場合」とし

て、帳簿価額を回収可能な価額まで減額（減

損処理）することが求められることもあり

ます。中小企業会計指針では、大企業ほど

厳密な処理は求めていませんが、将来使用

の見込みが客観的になく（資産が相当期間

遊休状態）、かつ、時価が著しく下落してい

る場合には減損損失（特別損失）を認識す

ることとしています。 

税務では原則償却ＮＧだが例外がある 

(1) 税務上の減価償却 

税務では、事業の用に供されていない資

産は、減価償却資産に該当しないものとさ

れています。ただし、現に稼働を休止して

いても、休止期間中に必要なメンテナンス

が行われ、いつでも稼働し得る状態にある

ものは、減価償却が可能です。また、生産を

相当期間にわたり休止した場合、休止期間

の償却費は、製造原価に算入しなくても構

わない（原価以外の費用）とされています。 

(2) 税務上の評価損の検討 

 税務では資産の評価損は原則として認め

られていません。ただし、「その固定資産が

1 年以上にわたり遊休状態にある」又は「そ

の固定資産がその本来の用途に使用するこ

とができないため他の用途に使用された」

という事実があった場合に、時価までの金

額の範囲内で損金経理した評価損の損金算

入が認められています。 
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一体どうしよう 

未稼動資産の会計・税務 

会計と税務の 

ギャップを 

意識しましょう。 
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